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1.新庁舎建設検討委員会とは

所轄事項：新庁舎の建設に関し必要な事項を調査及び審議する。

令和4年度は主に基本計画の内容について審議。

委員会設置の根拠：当別町新庁舎建設検討委員会条例(令和3年12月14日施行)

委員会の委員構成：10人以内(学識経験者、各団体代表、公募等)

委員会の議事録：会議終了後、要点筆記の議事録を作成

(確定した議事録は資料と共に町HPで公開)

委員会の公開(傍聴)：個人情報を取り扱う等特別な事情がない限り原則公開

1



令和3年度 第一回 新庁舎建設検討委員会

2.新庁舎基本構想について

①庁舎建替えに必要な検討事項

役場庁舎建替えには多くの検討事
項があり、考え方や方針を整理する
必要があります。
建替えに伴う一般的な検討の流れ

は左の図の様になります。

基本構想においては、新庁舎の基
本理念・方針、適正な庁舎機能・規
模と建設候補地、事業手法・進め方
等について検討を行いました。

基本計画では事業手法、建設地の
確定のほか、建築計画、構造・設備
計画、配置、外構計画の骨子を検討
し、基本設計・実施設計へと引継い
でいきます。
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②現庁舎の現状と課題

床のクラック、各種管の漏れ、雨漏り、
隙間風の流入、床の傾斜等通常業務におい
ても支障がでるほど老朽化が著しい状態で
あり、耐震基準が改正された1981年以前
に設計、建設された建築物であり、2013
年に実施した耐震診断の結果「耐震性に疑
問あり」と判断されているため、災害発生
時には対策本部の設置も危ぶまれる状況で
す。
また、バリアフリーにも非対応であり、

あらゆる人に行政サービスを提供する施設
としても機能を果たしていないといえます。

③庁舎整備の手法

耐震診断の結果から耐震化工事、大規模改修にも約10億円の費用を要す
ること、工事を実施しても供用年数は長くて15年程度しか伸びないこと、
また職務執行中の工事が困難と考えられることから

建て替えが有効な手法と判断しました。

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④庁舎建替えの基本方針
町が抱える課題、社会情勢等を考慮し、建替えの基本方針を下記のとおりまとめました。
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国土交通省基準、総務省要綱で
示された庁舎所要面積の算定基準
及び、現庁舎の諸要室を基本に他
市町村事例を参考に新庁舎の必要
な面積を積み上げ、庁舎のみの試
算面積を５，１４０㎡としました。

複合化を検討している施設
図書館 780㎡
文化センター機能 400㎡
金融機関 40㎡
合計 １，２２０㎡

これらを併せて新庁舎の面積は
約６，４００㎡を想定します。
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⑤庁舎の規模・機能
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立地適正化計画における都
市機能誘導区域内での現庁舎
敷地8,500㎡程度を有する町
有地を基本に4か所を候補地

として選定。
事業費、利便性、用地確保

の容易さ、建設に要する時間
等において評価の高い
①現庁舎用地
③白樺公園用地
が総合評価で高い結果となっ
ております。

概算事業費については道内
の庁舎建設事例を参考に
事業単価：78.2万円／㎡

78.2万円／㎡×６，４００㎡
≒約５０億円を想定しており
ます。
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⑥建設候補地・概算事業費

6



令和3年度 第一回 新庁舎建設検討委員会

⑦建設候補地の位置図及び敷地配置イメージ
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⑧事業手法

◎従来方式(分離発注方式)
今までの公共施設建設に使用されていた最も一般的で、馴染みのある方式で資金の調達、

設計発注、工事発注等全て自治体が担います。
事業者・補助金の確保、業務に対する対外的な理解を得やすいという利点はあるが、民

間ノウハウの発揮、事業費の削減、事業スピードという点で劣り、特に町財政にとって事
業費の削減は大きな課題となります。仕様発注。
◎PFI(BTO方式)
民間事業者が資金調達して、設計、工事を発注し、建設後所有権を自治体に移し、施設

の運営、管理は民間事業が担います。
民間ノウハウの発揮、事業費の削減等の利点はありますが、事業者の選定に多くの時間、

費用を要し、過去に事業者に対して実施したヒアリングにおいても、町の規模、事業内容
から参入は難しいとの回答を得ております。性能発注。
事例)国土交通省 中央合同庁舎、千代田区役所、大宮区役所等

◎PPP(リース方式)
民間事業者が資金調達して、設計、工事を発注し、建設後施設を自治体に長期リースし、

リース期間終了後所有権を自治体に移します(建設直後に移転も可能)。
民間ノウハウの発揮、事業費の削減等の利点があり、事業者の選定についても、他自治

体での実績があり、事業スピードも最も早くなる利点はあるが、性能発注となるため、仕
様書作成に時間、労力を要し、作成ノウハウも不足している。このため、導入支援業務を
発注することもあります。
事例)青森県大間町役場庁舎、愛知県高浜市役所、神奈川県座間市上下水道局庁舎等
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◎庁舎建替え工事における仕様発注と性能発注

仕様発注
発注者が建物の構造、色、工法等細部まで定めた仕様(設計書)をもとに受注者が工
事を行う。
例) 庁舎建設工事 設計額：200,000,000円
面積：1,000㎡ 色：白 構造：鉄筋コンクリート、耐震等級2
複合施設：金融機関100㎡、コンビニ40㎡
基礎：鋼管杭35ｍ 50本等、柱1本の鉄筋数まで決めた仕様をもとに、最も低価
格で実施できる事業者が落札。
事業者の提案、創意工夫の要素なし。仕様どおりの建物となる。

性能発注
発注者は性能(耐震、耐火等) 、水準(職務面積は1,000㎡以内)等決めた要求水準
書をもとに受注者がそれを達成するため設計及び工事を行う。
例) 庁舎建設工事 設計額：200,000,000円以内
面積：1,000㎡以内、参考：職員数150人、来庁舎数 50人/日
複合施設：事業者提案による。
耐震等級2以上を満たすこと等まとめた要求水準書をもとにプロポーザルにより価
格、提案要素を踏まえ総合的に優れた事業者を決定。
事業者の提案、創意工夫が大いに発揮される。
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◎各手法の発注の流れ

設計

従来方式(分離発注方式) 契約の回数が多く、発注準備に時間を要する。

発注・契約 工事 引渡

調査・事業者選定 契約 引渡

PFI方式 事業として成立するかの調査、条件の整理に時間を要し、事業者なし
選定期間延伸の可能性あり。

リース方式 要求水準書作成に時間を要するが、その後は契約のみで最も
スピードが速い。

設計・工事要求水準書作成、契約 引渡

設計・工事

発注・契約
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3.令和４年度の主な検討内容

令和4年度は主に基本構想で検討した内容を具体的に確定させていき
ます。

事業手法
従来方式、PPP方式、リース方式の3つの手法から活用できる補助金、支

払い方法、総事業費等を考慮し事業手法を確定します。
特に補助金については、手法による活用の有無、制度の動向を考慮し委員

の皆様に提示し検討していきます。

建設地
令和3年に策定した基本構想の中で選出した候補地の評価について、委員

の皆様の意見を伺いながら建設地を定めていきます。
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建設規模
基本構想で定めた6,400㎡を基に、必要機能、複合施設を考慮しながら大

まかな庁舎 面積を積み上げます。

必要機能
基本構想で職務機能、外構・複合化施設、その他機能として現庁舎に不足

している機能をまとめており、これを踏まえ委員の皆様から意見を頂き新庁舎
に必要な追加する機能をまとめます。

その他
基本計画を策定するうえで、適切なタイミングで住民説明会の開催を検討

しており、その内容について協議します。
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4.進め方、検討スケジュールについて

会議
令和4年度内に6回程度の会議を予定しております。
資料を事務局が作成しそれを基に検討を進めます。

基本計画検討の流れ
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検討スケジュール案

住 民 説 明 会

検討状況により随時スケジュールを調整していきます。

検討事項 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 実施回数

必要機能 2

建設規模 1

建設地 1

事業手法
2

重複あり

基本計画のまとめ 1

検討委員会 〇 〇 〇 〇 〇 〇 6
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参考
委員会での検討(案)

必要機能 2回 建設規模 1回 建設地 2回 事業手法 2回 基本計画のまとめ 1回

第1回 必要機能(設備)について基本構想での検討内容の提示 それに対する過不足等の協議
第2回 1回目の検討の整理を基に必要機能(設備)の確定
第3回 必要機能を基に建設規模(面積)の提示、建設地について基本構想での検討内容の提示、協議
第4回 4回目の協議を基に評価の提示 建設地の確定 事業手法の説明
第5回 補助金の動向等踏まえ事業手法の確定
第6回 基本計画のまとめの報告と今後の協議について

立地適正化計画 人口が減少しても都市機能(行政、商業、医療等)の集約、居住を誘導することでまちと
しての密度を高めコンパクトシティを実現するための計画 令和2年3月に策定

都市機能誘導区域 立地適正化計画の中で定める都市機能を誘導する区域で主に町の中心、交通拠点に定
める

PPP(Public Private Partnership) 公共サービスの提供に民間が参画する手法で「官民連携」とも呼ば
れる

PFI(Praivate Finance Initiative) 公共施設の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営・技術力を
活用する手法

BTO(Build Trancsfer and Operate) 民間が建設を行い、建設後所有権を官に移し、民間が運営管理
を行う
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